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　（ 3 ）相互主義の転換：1934年互恵通商協定法

　20世紀初頭までの米国の相互主義は、事実上死文化していたに等しい相互

的主義的自由化規定を除き、消極的相互主義に基礎づけられた関税法や通商

条約における条件付最恵国条項など、種々の形態をとりながらも一貫して保

護主義政策と結びつけられてきた。そしてこれらの実行が、自国に対する待

遇の改善をもたらさないどころか他国との紛争を常態化させていたことは既

に述べたとおりである。このような米国の相互主義の構造に転換をもたらし

たのが、1934年の互恵通商協定法（Reciprocal Trade Agreement Act）で

あった。

　互恵通商協定法の意義を理解するためには、その前提として同法に至るま

での過程を把握しておかなければならない。20世紀に入り米国の工業化はま

すます進展し、農産物に加えて工業製品等の輸出産業も徐々に成長していた

が、第一次大戦勃発後、当初中立を保っていた米国はイギリス・フランスな

どのヨーロッパ同盟諸国への物資の輸出や貸付を積極的に行い、また、ヨー

ロッパ諸国からの輸入が途絶えたアジア・南米諸国も米国からの輸入に頼る

ようになっていた。その結果、大戦によるヨーロッパ経済の疲弊とは対照的

に、米国は輸出産業を中心に著しい経済成長を遂げ、かつての債務国からイ

ギリスに比肩するほどの大規模債権国へと変貌を遂げた。このように、第一

次大戦を境に米国の経済的地位は劇的に変化し、国内の産業構造においても

輸出産業が大きな位置を占めるようになったが、この変化によって輸出市場

としての外国の貿易障壁がこれまで以上に問題視されるようになったのであ

る
（118）

。

　以上の状況変化を背景として、1919年に米国関税委員会は、条件付最恵国

条項の実行が諸外国に対する差別をもたらし、それがかえって米国産品に対

　　（ 2 ）積極的相互主義による法秩序の分極化

第 5 章　結　論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上、68巻 1 号）
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する外国の貿易障壁を高める原因となってきたことを指摘し、無条件最恵国

条項への転換を事実上勧告したのであった
（119）

。

　関税委員会の勧告を受けた米国政府は、1923年米ブラジル通商条約、米独

通商条約などにおいて無条件主義への転換をいち早く実現させたが、その一

方で依然として上述の自主関税政策に縛られていたことから、条約に基づく

関税引下げは事実上不可能な状態であった。これが意味するのは、米国との

間で無条件最恵国待遇を保障し合う通商条約を締結した場合、米国は条約相

手国が第三国との間で行った自由化については自動的均霑を要求しうるが、

自国の高関税はそのまま維持し続けるということであり、とりわけヨーロッ

パ主要国にとって、米国の方針転換は、実質的には米国による自由化利益の

一方的要求としてしか映らなかった
（120）

。また、1930年スムート・ホーレイ関税

法によって史上類をみない高関税が設定された際には、それが契機となって

諸外国の報復的関税引上げを招来し、図らずも戦間期における保護主義の世

界的蔓延をもたらす主因となってしまったのである
（121）

。ここに至って米国は、

自国に対する待遇改善を含めた自由化を諸国から引き出すためには、無条件

最恵国条項の採用のみでは意味をなさず、自ら諸外国との間で関税引下げを

行っていく努力、すなわち、相互主義の積極的機能を活用しなければならな

いことを認識するに至ったのである
（122）

。

　そこで、無条件最恵国条項の採用とともに、外国との交渉を通じて条約に

基づく関税率の設定を可能とする「協定関税（conventional tariff）」政策

への転換を実現させたのが、1934年の互恵通商協定法であった。本法の眼目

は、（ 1 ） 3 年間の期限で大統領に相互主義的な関税引下交渉の権限を付与

したこと（個別の産品につき現行税率の50％以内で関税を変更する権限を付

与）、（ 2 ）上記権限の範囲内で締結された条約の批准については議会の承認

を不要としたこと、（ 3 ）無条件最恵国条項の採用にあった
（123）

。

　互恵通商協定法に基づき米国は、1938年までに19か国との間で相互的自由

化を実現する条約を順次締結したが、その中にヨーロッパ諸国はほとんど含
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まれておらず、また、ブロック経済ないし二国間貿易に支配され最恵国条項

が形骸化していた当時の国際経済環境下では、米国が独自に互恵通商協定方

式を実行してもその成果は限定的なものにならざるをえなかった
（124）

。

　にもかかわらず、同法は、米国が独立以来抱えてきた保護主義の呪縛を克

服する画期的意義を有するものであった。すなわち、相互主義的自由化規定

を復活させるだけでなく、議会による通商問題の独占を打破し、議会に向け

られてきた保護主義圧力の緩和を図るために、議会による条約の事前承認を

法律上確保することによって関税設定権限の行政府への実質的な
4 4 4 4

委譲を実現

させたのである
（125）

。無条件最恵国条項の採用とともに実効的な協定関税制度へ

の転換を経てはじめて、米国の相互主義はその積極性を獲得し、自由貿易の

実現に資するものとして機能する法的・制度的基盤を得たのであり、ここ

に、米国における相互主義の転換が果たされたのであった
（126）

。

　ところで、互恵通商協定法において米国が構想した相互主義が、かつての

コブデン条約を契機とする多角的通商関係構築における相互主義とその発現

態様を同じくする点は、注目に値する。相互主義と無条件最恵国条項の共存

が意味したのは自由化に際しての厳密な相互主義追求の放棄であったことか

ら理解されるように（本章第 1 節（ 2 ）参照）、かつて条件主義の実行を通

じて相互主義的利益交換に固執し続けた米国の方針転換は、この点にも見出

すことができるのである。

　第 3 節　相互主義の多義性と国際経済法への含意

　本章では、国際経済法がいまだ制度的な基盤を有さず、各国が独自に通商

政策を展開していた時代に焦点を当て、国際経済法の発展過程において特に

重要な役割を担ったイギリスと米国双方の通商政策と相互主義との連関に着

目することによって、そこでの相互主義の発現態様とその意義を考察した。

　イギリスにおいては、かつての重商主義から自由貿易主義への転換、そし
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てその確立と動揺に至るまで、相互主義はかたちを変えて通商政策の中で枢

要な役割を果たし続けた。まず19世紀初頭にイギリスは相互主義に基づき欧

米諸国との間で自由化を試みるも、条約交渉はことごとく失敗に終わった。

相手国の自由化を消極的相互主義の威嚇に基づいて実現しようとしたことが

その原因であり、そこには協調の契機としての相互主義は存在しなかった。

19世紀中葉にはコブデン条約を契機として相互主義がその積極的機能を発揮

し、ヨーロッパ諸国間での通商条約網の整備と高度な自由化が実現した。そ

こでは相互主義とともに無条件最恵国条項が不可欠な役割を果たし、いわば

最恵国待遇と相互主義の共存こそが多角的自由貿易関係の成立要件となって

いたのである。イギリスの圧倒的優位に陰りが見え始めた19世紀末には、イ

ギリス国内で「公正貿易運動」が展開され、最終的に同運動は挫折したもの

の、公正貿易論の基底にあったのはほかならぬ相互主義の論理であり、その

消極的機能が保護主義の主張を根底で支えたのであった。

　他方、米国においては、保護主義と相互主義の密接不可分な連関こそが独

立以来の通商政策を貫く特質であった。消極的相互主義に根ざした関税法上

の相互主義的報復規定は常に保護主義の手段であったし、条件主義的最恵国

条項の実行も詰まるところは相互主義の論理に基づく保護主義政策の具体的

発現であった。そして米国においては積極的相互主義が機能するための法

的・制度的基盤が本来的に脆弱なため、通商条約を通じた相互主義的自由化

の試みは国内の全般的な保護主義圧力に屈伏するほかなかった。米国の相互

主義が積極性を獲得するのは、1934年の互恵通商協定法まで待たなければな

らなかったのである。

　以上から理解されるように、相互主義はその積極的機能を発揮して条約を

通じた自由化に結びつく場合もあれば、反対に、その消極的機能が前面に押

し出されることによって自由化を妨げることとなったり、あるいは保護主義

政策と結びつき通商条約上の権利義務を減殺する要因にもなったのである。

ここには、相互主義が自由主義と保護主義という通商政策の両極いずれにも
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親和的な概念であることが示されているとともに、相互主義を援用する国家

の置かれる状況や判断次第で、相互主義と通商政策の結びつき、あるいは、

そこで発現する機能が容易に転化しうることが示されている。このような相

互主義の柔軟性、換言すれば不安定性が、それに依って立つ法律関係に反映

されうることは言うまでもない。したがって、ここで考察された相互主義の

特性は、同原理に深く根ざす権利義務関係または条約制度の安定性に深く影

響を及ぼさざるをえず、より巨視的には、国際経済法秩序自体の安定性にも

影響を及ぼすものと思われるのである。

第 4 章　相互主義がもたらす国際経済法秩序の動態

　本稿において残された課題は、ここまで論じてきた相互主義の論理と、二

国間主義と多数国間主義の両極の間を行きつ戻りつ動揺するという国際経済

法秩序の動態との間に、いかなる連関が存在するのかを探ることである。

　振り返れば、第 2 章では、相互主義一般に通底する本質的属性と、「生産

者バイアスの相互主義」として定式化される、国際経済法における相互主義

の基底性を明らかにし、それらの含意を提示した。しかしながら、そこで論

じた相互主義の姿は自由化に資する側面にのみ光を当てた一面的なものであ

ったため、第 3 章においては敢えて GATT や WTO のような制度的基盤の

ない時代にさかのぼって焦点を当て、国際経済法におけるいわば原初的な相

互主義の発現形態とその多義性を明らかにした。

　そこで論じたとおり、相互主義は、その二面性（協調の契機／対立の契

機）と両側面の発現の不安定性、および道徳的曖昧さといった本質的な属性

を背景に、国際経済法の文脈においては自由主義だけでなく保護主義とも結

びつくことによって、通商政策をいかようにでも展開させうる原理として機

能してきたのであった。そして歴史的に相互主義はその消極的機能を容易に

発揮し保護主義の連鎖を招きがちであったのとは対照的に、自由貿易の実現

に資するかたちで相互主義が機能した例は限定的だったのである。
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　ところで既に論じたように、国際法における相互主義の位置は、法の拡充

を通じて相互主義の援用が許される際の要件やその法的効果にも制約が生じ

るため、国際法の発展に応じて流動的
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

であるが
（127）

、このことは当然、国際経済

法分野にも妥当する。本章ではこのような理解を前提としつつ、国際経済法

の制度的発展形態の 1 つである GATT/WTO 体制を考察の軸に据え、相互

主義の抱える上述の諸問題について同体制がいかなる法的・制度的対応を試

みているのかを明らかにし、そのうえで、同体制の内外で発現する相互主義

の問題を法秩序の動態と関係づけて詳しく分析してゆくこととする。

　以下ではまず、相互主義と自由貿易の連関を支えた条件を特定し、GATT 

/WTO 体制におけるその実現形態を考察するとともに、国際経済法の制度

的発展を通じて相互主義がいかに法制度に内在化され、その原初的な発現形

態が有していた問題を克服しえたのかを考察する。これはすなわち、相互主

義はいかなる法的・制度的基盤のもとで、自由主義に根ざした多数国間法秩

序の創造・発展の契機となりえたのかを明らかにするものである。

　第 1 節　法秩序の創造・発展の契機

　（ 1 ）相互主義と最恵国待遇原則の共存

　国際経済法の歴史上、相互主義が自由貿易の実現に資するかたちで機能し

た例は限定的であったことは既に指摘したが、それでは相互主義に基づく自

由貿易の発展を支えた不可欠の条件は何であったかといえば、それは無条件

最恵国待遇原則の存在にほかならなかった。上で論じたとおり、1860年コブ

デン条約を契機とした19世紀中葉ヨーロッパにおける多角的自由貿易関係の

成立や、1934年互恵通商協定法における米国の自由貿易構想は、いずれも相

互主義と無条件最恵国待遇原則の共存をその必須要件としたのである。そし

て、「自由・無差別・多数国間主義」を基調とする戦後の GATT/WTO 体

制が、両原則を条約制度の基本原理として採用したのは決して偶然ではなか
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った。

　すなわち、第一次大戦による経済的疲弊、その後の世界恐慌（1929年）と

金本位制の崩壊（1931年）の結果、従前の自由主義的国際経済秩序は破壊さ

れ、戦間期の国際経済法実践は総じて「保護・差別・二国間主義」の様相を

呈するようになっていた。この状況に対して当時の国際社会や学界は、国際

連盟主催の世界経済会議
（128）

や連盟経済委員会における討議
（129）

、あるいは万国国際

法学会（Institut de droit international）の決議（1936年）
（130）

などを通じて、

「保護・差別・二国間主義」を支える排他的な相互主義の追求を批判すると

ともに、最恵国条項の復権を通じた多数国間自由貿易関係の再構築を提唱し

たのであった。以上の企図は、戦間期の社会的・経済的現実を顧慮しない理

想主義的性格の強いものであったため当時実を結ぶことはなかったが、戦後

の GATT はそこで表明された理念および構想をほぼそのまま受け継ぎ、相

互主義と最恵国待遇原則の共存を実現しようとしたのである
（131）

。

　最恵国待遇原則の存在意義は、その自動均霑機能を通じた自由化利益の一

般化にあり、「自由貿易の命綱（the sheet-anchor of free trade）」
（132）

と評され

る所以であるが、最恵国待遇原則と相互主義を同時に追求することが意味す

るのは、厳密な相互主義追求の放棄であった。最恵国条項に基づく自由化利

益の均霑過程においては個々の受益国との関係で対価を得ることはもはや放

棄されており（供与国の視点）、さらに、「条約外部の不特定の第三国」との

関係で機能するという条項の特質ゆえに、均霑に際して「基準点となる第三

国（Etat tiers qui servait de point de référence）」
（133）

が絶え間なく入れ替わ

ることによって、最恵国として享受しうる自由化利益も予測不能であり不安

定であった（受益国の視点）。つまり、無条件最恵国条項の存在を前提とす

る限り、関係国間で自由化利益の相互主義的交換を厳密に行うことは原理的

に不可能なのであり、それを踏まえた上で各国が条項を採用することによっ

てはじめて、多角的自由貿易関係は成立しえたのである
（134）

。

　しかし同時に、各国の現実的要請に根ざす相互主義の追求が不徹底になる
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ということは、その存立において同原理に依拠せざるをえない多角的自由貿

易関係の困難さと脆弱性をも意味し、それゆえ、歴史的にもごく限定的な現

象にとどまらざるをえなかった。

　この点 GATT/WTO 体制では、相互主義と無条件最恵国待遇原則の追求

が多数国間条約制度において行われることにより、以下の重要な変化が生じ

ている。第 1 に、GATT/WTO における最恵国条項は、多数国間条約の内

部においてのみ作用する規定となっていることから、条項の運用につきまと

ってきた「条約外部の不特定の第三国」の存在を考慮する必要がない。これ

はすなわち、自由化利益の均霑に関する予測可能性が相当程度高まることを

意味し、相互主義的利益交換をより確保しやすくなっている（相互主義追求

が不徹底となることの緩和）。また、ドゥコーが指摘しているように、最恵

国条項の作用によって条約の各当事国は他のすべての当事国との関係におい

て供与国であると同時に受益国になることから、相互主義は無差別原則の中

に埋没し、抽象的な権利義務関係の相互性としても確保されることになる
（135）

。

このことが、条約当事国間に相互監視のメカニズムを作り出し、法の適用・

履行確保段階における相互主義として機能することは言うまでもない。

　第 2 に、条約当事国全体
4 4

で同時に
4 4 4

交渉を行うラウンド交渉のメカニズム

は、自国が行う譲許と交渉を通じて獲得される譲許利益についての予測可能

性を高め、上述した最恵国条項の変容と相俟って、条項の自動均霑機能にも

関わらず自由化利益の相互主義的交換を確保しやすくしている
（136）

。

　このように GATT/WTO 体制においては最恵国待遇原則に依拠しつつ

も、現実主義的な要請から欠くことのできない相互主義の追求にも慎重な配

慮がなされており、最恵国待遇原則と相互主義とを可能な限り
4 4 4 4 4

調和的に実現

しようとする法的・制度的基盤が築かれているのである。

　（ 2 ）相互主義の多義性に対する法的・制度的制約

　次に、通商政策における相互主義の多義性ないし価値中立性の問題に議論
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を移すと、GATT/WTO 体制においては、GATT 前文および WTO 設立協

定前文からも明らかなように、条約当事国間での自由貿易主義と無差別原則

の理念の共有が条約制度存立の大前提をなしており、かつてのように各国が

独自の観点から通商政策を実施する余地が国際法上大きく制約されている。

譲許維持の義務や、各種の対象協定に共通する最恵国待遇原則、内国民待遇

原則、貿易制限の禁止などの基本的ルール、あるいは、アンチ・ダンピング

協定や補助金協定、セーフガード協定などの通商救済ルール、そしてこれら

の実体的ルールの実効性を担保する強力な紛争処理手続の存在など、多種多

様な法規範からなる一種の法体系が実体法および手続法の双方から構築され

た結果、かつて頻繁に見られたような保護主義に結びつく相互主義の発現

は、法の形成・適用・履行確保のいずれの段階においても GATT/WTO 法

上の義務に抵触することになっているのである。本稿第 2 章、第 2 節におい

て GATT/WTO 体制の法構造から相互主義の位置を考察した際に、相互主

義の自由貿易に資する側面のみが現れたのは、まさにこのような法体系の構

造ゆえであった。

　また、このことは今日のような地域主義の時代にあっても同様で、FTA

の当事国が WTO 加盟国である限り、当該国は FTA の規律と同時に WTO

協定上の規律にも当然服する（FTA によって当事国間限りで修正される範

囲を除く）。ゆえに、GATT/WTO の法体系は、野放図な相互主義の発現を

法的に制約するミニマム・ルールとしての役割を相当程度有し続けることに

なるのである
（137）

。

　このように自由化に根ざした相互主義のみが国際法上許容されているとい

う点は、通商政策における相互主義の歴史を踏まえるならば、国際経済法の

制度的・体系的発展の重要な成果として理解されなければならない。

　歴史的にみれば、第二次大戦後の国際経済法における相互主義は多角的自

由化の実現と促進をもたらす契機としての発現が顕著であり、関税障壁だけ

でなく非関税障壁の削減に至るまで
（138）

、相互主義が大幅な自由化と規律拡充の
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原動力となってきたことは衆目の一致するところである。このようにして相

互主義は、多角的自由貿易関係を支える法秩序を創造し、発展させる契機と

して機能しえたのであった。

　第 2 節　法秩序の不安定化・分極化の契機

　しかしながら、法秩序の創造・発展の契機としての相互主義は、自由化に

根ざした積極的相互主義の機能する条件が法的・制度的に整備されることに

よってはじめて実現しえたのであり、裏を返せば、相互主義の本質的な属性
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

や国際経済法における相互主義の現実的基盤自体が変容しているわけではな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

い
4

点には注意を要する。この点にこそ、法秩序の不安定化・分極化をもたら

たす契機が存在するのである。以下では、消極的相互主義がもたらす法秩序

の不安定化と、積極的相互主義がもたらす法秩序の分極化に分けて論じる。

　（ 1 ）消極的相互主義による法秩序の不安定化

　米国の1974年通商法301条に基づく一方的措置が「法の支配」を無視する

ものであり、多数国間法秩序の弱体化・政治化を招きかねない実行であると

して1980年代を中心に議論の的となったが、この実行の背後に相互主義の論

理が存在したことは広く知られるところであろう
（139）

。また、同じく1980年代末

には当時の EC も、GATT の枠外で消極的相互主義を援用することによっ

て、日本を含む諸外国との間で二辺的に通商問題の処理を図ろうとした例が

あった
（140）

。以下では、理論的により精緻化され、その実行がもたらす影響も甚

大であった米国の通商法301条を素材として取り上げ、検討を行うこととし

たい。

　通商法301条の背景には、1960年代後半から顕在化し始めた米国の経済覇

権の後退とそれに呼応した国内における保護主義の台頭があった。戦後長期

にわたって景気拡大を続けた米国がベトナム戦争（1955年〜1975年）や第一
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次石油危機（1973年）などの影響で高インフレと不況に陥る一方で、EC は

経済統合によって成長を継続し、日本も劇的な高度成長過程にあったなど、

外国経済の追い上げによって米国の繊維産業、鉄鋼産業、電子機器産業、自

動車産業などは次々と国際競争力を失っていった
（141）

。この状況を反映して米国

議会にも保護主義の圧力が浸透し、自国の経済的苦境の原因を、外国の「不

公正貿易慣行（unfair trade practice）」による競争条件の歪曲とそれに伴

って生じる相互主義の欠如に求める主張が支持を集めるようになったのであ

る
（142）

。

　以上を背景に成立した通商法301条の趣旨は、外国の「不公正貿易慣行」

を認定し、その改善の見込みがない場合には歪曲効果と同等の対抗措置な

いし報復を含むあらゆる措置を発動し、米国産業を保護しようとするもの

であった
（143）

。実際に米国は対日関係において通商法301条を頻繁に発動し、日

本の行政官庁による産業政策への関与・介入・指導を挙げて不公正慣行と認

定し、報復関税や輸入規制、国内市場参入規制などの対抗手段をちらつかせ

つつ、市場環境の改善や産業構造調整を日本に迫った。鉄鋼摩擦、半導体摩

擦、自動車摩擦などをめぐる日米経済紛争はその典型例であり、米国の強圧

的な要求に対峙することとなった日本政府や日本の産業界は、輸出自主規制

協定の締結を強いられたり、交渉が決裂し報復関税を課せられるなどした
（144）

。

　ところで通商法301条は、「不公正貿易慣行」の有無を判断する基準とし

て、既存の条約上の権利侵害の有無とともに、外国の行為、政策または慣

行が「不正（unjustifiable）」、「不合理（unreasonable）」または「差別的

（discriminatory）」であり、かつ米国商業に対する負担あるいは制限になっ

ているかどうか、という不明瞭かつ恣意的な基準を併せて採用していた。こ

の点につき、1974年通商法の起草過程において上院財務委員会（Committee 

on Finance）は、本法の必要性を米国と諸外国との間の「相互主義の欠如

とその回復」に求めるとともに、そのための手段たる301条の報復権限が精

力的に行使されなければならないことを強調しつつ、同条の発動要件である
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米国商業への否定的影響については、外国による国際法違反の有無にかかわ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

らず
4 4

、その存否を判断すべきであるとの認識を示していた
（145）

。すなわち通商法

301条は、既存の国際法上の法律関係を超えて、より広い見地から国際経済

関係における「相互主義の欠如」を問題にし、その是正を図ろうとするもの

であった。

　実際、日米間の自動車摩擦問題を背景とした1995年の日米自動車協議にお

いて米国が問題視したのは「日本市場の閉鎖性」であり、そもそも WTO 協

定の範囲外の問題ゆえに少なくとも国際法上は日本に非があるわけではなか

った。にもかかわらず米国は、報復関税の脅威を背景に市場環境の是正を迫

り、対する日本は米国の一方的な手法を問題視し、WTO 紛争処理手続に基

づく協議要請を行うなどして対抗するも、最終的には WTO の枠外で米国の

要求を部分的に受け入れ、いわば妥協的に問題解決を図らざるをえなかっ

た
（146）

。消極的相互主義の圧力によって多数国間法秩序が便宜的な二国間関係に

分解され、政治的に問題が処理されたのである
（147）

。

　国際経済法における相互主義が、経済的利益交換の相互性確保という極め

て現実的・即物的な要請に根ざしていること、また、経済の流動性ゆえに、

交渉成果として実定法化された相互的利益交換の経済的意義も決して不変で

はないことは既に指摘した
（148）

。そして、以上のような相互主義の力点の在りか

を踏まえるならば、固定的な法と流動的な経済の緊張関係が尖鋭化する場合

には法の側が軽視されるおそれも否定できないのであり、301条の実行がま

さにそれであった。すなわち、米国の問題意識は既存の法には反映されてい

ない経済的利益の相互性回復に向けられており、それは本来、多数国間条約

内で新たな法形成と権利義務の修正によって対応すべき問題であるところ、

米国は条約制度の枠外での便宜的な問題解決を優先し、消極的相互主義を援

用することによって個別国との二辺的関係の中で相互性回復を追求したので

あった。相互主義を支えるどこまでも現実主義的な要請が、米国をして既存

の法秩序を迂回させ、結果的に多数国間法秩序の政治化・弱体化がもたらさ
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れたのである。

　また、別の角度から相互主義の問題を論じれば、戦後以来自由貿易体制の

発展を支えてきた米国において相互主義が強圧的な保護主義の手段へと転化

したことは、本稿第 2 章第 2 節（ 2 ）において指摘した、「自由化を目的と

した相互主義の採用→重商主義的思考の流入→保護主義の手段としての相互

主義への転化可能性」という、相互主義の基底性が有する含意の現実化でも

あった。ここで想起されるのは、19世紀末のイギリスにおける「公正貿易運

動」である。既に論じたとおり当時のイギリスでは、世界の工場としての経

済的優位性を喪失することによって、かつては自由貿易を支える手段であっ

た相互主義が、いつのまにか消極的相互主義による競争条件是正の主張を支

える論理へと一変し、まさに保護主義の手段と化したのであった。つまり、

通商法301条における相互主義の構図は、かつてのイギリスにおける公正貿

易論のそれと酷似しており、その再来といっても過言ではない。そこには、

「国の判断と政策しだいで、相互主義の積極的または消極的な機能が恣意的

に使い分けられる結果になりかねない」
（149）

という相互主義の二面性やその発現

の不安定性、あるいは価値中立性（あらゆる通商政策との親和性）といった

問題が共通して現れているのである。

　いずれにしても、法制度の枠外における消極的相互主義の援用は、対日経

済摩擦がまさにそうであったように、「力の支配」に基づく国際経済関係の

処理につながり、紛争要因の政治化や多数国間法秩序の弱体化を招くなど、

法秩序の不安定化の契機となることは否定できない。そして、このような消

極的相互主義の発現を背後で支える相互主義の本質的属性やその基底性が有

する含意は、301条の例に示されているとおり GATT/WTO 体制において

も決して無縁ではなく、法的・制度的基盤の存在にもかかわらずその間隙を

突くかたちで表面化しうることが、ここに示されているのである。

　（ 2 ）積極的相互主義による法秩序の分極化
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　国際経済法における相互主義の特異な点は、自由化を目的とした積極的相

互主義の援用が、かえって法秩序の個別分散化ないし分極化の契機となりう

る点にある
（150）

。

　最恵国待遇原則と相互主義が原理的に相容れないことは既に述べたが、関

係国の数が拡大すればするほど最恵国待遇原則に基づく義務の一般化の影響

は大きくなり、相互主義は無差別原則の中に埋没するため、両原則間の矛盾

は表面化しやすくなる。すなわち、最恵国待遇原則の存在が相互主義的な自

由化を困難にするのである
（151）

。このような場合、自由貿易政策を志向する国家

は自由化を前進させ続けなければならないとする、上述の「自転車理論」の
4 4 4 4 4 44 4

妥当性を背景に
4 4 4 4 4 4 4

、
（152）

個別国家の利益追求に根ざした相互主義の考慮が往々にし

て優先されてきたのが、国際経済法の歴史であった。

　以下では、今後の国際経済法の展開にとって重要な含意を有すると思われ

る問題を取り上げ
（153）

、積極的相互主義の発現と法秩序の個別分散化ないし分極

化との連関を考察する。

　（ａ）GATT/WTO 体制内：GATT コードの克服とプルリ合意の台頭

　GATT 時代には、東京ラウンド（1973年〜1979年）にて成立した非関税

障壁の規律に関する 6 つの補助協定、いわゆる GATT コードの運用をめぐ

ってこの問題が生じた
（154）

。東京ラウンド当時、非関税障壁に関するさらなる自

由化と規律強化は先進国間の関心事項にとどまっていたが、米国や EC は迅

速なルールの策定を優先し、取り敢えず合意可能な少数国間で条約交渉を開

始した。その結果作成された 6 つのコードについて、その受諾は各 GATT

締約国の任意とされたことから、コード毎に参加国が異なるという状況が生

まれ、GATT 締約国間に法律関係の個別分散化・複雑化をもたらすことと

なった（GATT のバルカン化現象（balkanization
（155）

））。

　問題は、米国をはじめとする複数のコード受諾国が、コード上の義務に服

さない非受諾国に対しては当該コードに基づく恩恵も供与しないとする、

“code conditionality”ないし“code reciprocity”という解釈を採用した点
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にあった
（156）

。すなわち、法形成における利益交換の相互性を維持するために、

法適用においても相互主義を徹底しようとするものであるが、それは必然

的にコードを受諾していない GATT 締約国に対する差別となり、GATT 1

条の最恵国待遇義務違反の疑義を生じさせ大きな問題となった
（157）

。実際に、

1981年の米国・相殺関税事件においてインドは、米国が、補助金・相殺関税

コード上の損害テスト（補助金に基づく産品輸出によって、輸入国国内競争

産業への損害があったかどうかを評価すること）をコード非受諾国たるイン

ドからの輸入産品（インド産ファスナー）に対して適用しなかったことが

GATT 1 条違反を構成すると主張し、GATT 紛争処理手続に申し立てた。

本件はパネル手続中に紛争当事国間で和解が成立したため、本論点について

パネルの法解釈が示されることはなかったが
（158）

、たとえばジャクソン（J. H. 

Jackson）は、GATT 自体の規律とコードの関係性に不明瞭な点があるこ

とを認めつつも、GATT 1 条の広範な規定ぶりを踏まえると、米国による本

件措置はおそらく GATT 1 条違反になるであろうとの見解を示していた
（159）

。

　いずれにしても、GATT コードをめぐって生じた問題の本質は、多数国

間法秩序の内部で新たな自由化と規律強化を実現するために、最恵国待遇原

則を犠牲にしてまで相互主義の考慮が優先された点にあり、その結果、法秩

序の個別分散化の危機を生じさせたのであった。

　その後 WTO は、一括受諾方式（single undertaking）を採用することに

よって以上の問題を法的に克服したが、ドーハ・ラウンド交渉の停滞に直

面し多数国間交渉が現実的な選択肢となりえなくなった今日、交渉対象を

絞った複数国間での合意、いわゆるプルリ合意（plurilateral agreement）

に再び注目が集まるようになり、今後の WTO における法形成の主流とな

りつつある
（160）

。IT 製品の関税撤廃を目的とした情報技術協定（Information 

Technology Agreement: ITA、1997年発効）とその品目拡大協定（2015年

交渉妥結）、政府調達協定に関する改正議定書（2014年発効）や、現在進

行中の環境物品協定（Environmental Goods Agreement: EGA）交渉、お
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よび、新サービス貿易協定（Trade in Services Agreement: TiSA）交渉な

ど、いずれも WTO 加盟国内での有志国によるプルリ合意の試みである
（161）

。

　以上の実行は、多数国間交渉を回避し、相互主義的自由化を実現しやすい

有志国間でのみ法形成を行おうとするものであり、その意味では GATT 期

のコードと類似している。しかし今日のプルリ合意の多くは、法形成段階に

おいては相互主義的利益交換が厳密に追求されながらも、その発効要件とし

てクリティカル・マス（critical mass）と呼ばれる基準が採用されており、

基準を満たして発効した場合には、最恵国条項（GATT 1 条）に基づきプル

リ合意上の自由化利益が WTO 全加盟国へ均霑することが前提となってい

る。すなわち、プルリ合意の実質的な多数国間化（multilateralization）が

志向されているのである。このクリティカル・マスを一義的に定義すること

は困難であるが、たとえば ITA の場合には、対象品目の世界貿易に占める

ITA 参加国の貿易量が総計90％を超えた場合にはじめて発効するという基

準が採用された。このような基準を設けることによって、多数国間化を実現

しながらもプルリ合意非参加国による自由化利益へのただ乗り（free-ride）

の弊害を事実上無意味化し、実質的な
4 4 4 4

利害関係国間での相互主義的利益交換

を堅持することが可能となる。したがって今日のプルリ合意においては、

GATT 期に生じたような積極的相互主義に基づく法律関係の個別分散化は

一応回避されており、相互主義と最恵国待遇原則の矛盾は慎重に調整されて

いると言えるのである。

　この点、今後ますます重要となるサービス貿易のより広範な自由化と規律

強化を目指す TiSA に関しては
（162）

、そこで形成される規律が実体経済に与える

であろう影響の大きさに鑑みれば、当該プルリ合意に WTO 協定上いかなる

法的位置づけを付与するかが WTO の今後の展開にとって重要な意味を持つ

ものと思われる。現時点ではこの問題について交渉国間での公式の合意は存

在しないようであるが、論者の見解を整理すれば、（ 1 ）クリティカル・マ

スを用いた GATS 議定書の締結、（ 2 ）WTO 設立協定附属書 4 上の「複数
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国間貿易協定（Plurilateral Trade Agreements）」の新設、（ 3 ）GATS 5

条（経済統合）に基づく FTA の締結、などの選択肢が有りうるとされる
（163）

。

　（ 1 ）のクリティカル・マス方式は、GATS 2 条の最恵国条項に基づき自

由化利益が全加盟国へ均霑することを前提とし、プルリ合意の多数国間化を

志向するものとなるが、大きな国内市場と対外競争力を有する BRICs 諸国

が TiSA 交渉に参加していない現状では、これら諸国に自由化へのただ乗り

を許容することは TiSA 交渉国間の相互主義（利益交換の相互性・均衡性）

維持の観点から困難であり、最恵国条項に基づく法律関係の一般化には高い

ハードルが存在する
（164）

。この点、TiSA の多数国間化を選好する EU は、自由

化の早期実現とただ乗りの実質的排除という 2 つの要請を満たすために、

TiSA 参加国間で協定を発効させると同時に最恵国条項の適用を停止するこ

とによって、当面は参加国間限りで協定を運用しつつも、クリティカル・マ

スを満たした際にはその停止を解除するという将来的な多数国間化構想を

2013年に提起している
（165）

。しかしながら、そのための具体的な法律構成等は不

明であり、WTO 法上の整合性を含めその実現可能性は評価し難い。

　（ 2 ）の附属書 4 上の「複数国間貿易協定」は、政府調達協定のように本

来的に一部加盟国間での協定としてその存在が許容されるものである。それ

ゆえに、GATS の最恵国条項に基づく全加盟国への利益の均霑を回避しう

るが、この種の協定新設には全加盟国のコンセンサスを要するため（WTO

設立協定10条 9 項）、現実的な選択肢とはなり難い。

　他方、（ 3 ）の TiSA 交渉国間での FTA 締結という選択肢については、

FTA がそもそも最恵国待遇原則の例外ゆえにただ乗りを容易に回避するこ

とができ、またそのためには GATS 5 条の要件を満たした FTA でさえあれ

ばよく、WTO における厳格な意思決定の要件（WTO 設立協定10条）を回

避しうることなどから、以上の選択肢の中では最も実現可能性が高い
（166）

。

　このような構図から理解されるとおり、以上の選択肢の間には、WTO 全

加盟国間での最恵国待遇の実現という規範的要請を重視するのか、それとも
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プルリ合意交渉国間のみでの相互主義の追求という現実的要請を重視するの

かというかたちで、両原則間の相克関係が如実に現れているのである。いず

れにしても現状では、サービス貿易の規律について最恵国待遇原則に根ざし

た多数国間法秩序としての一体性が維持されるのか、それとも有志国の積極

的相互主義の考慮が勝り法秩序の個別分散化が生じるのか、予断を許さない

状況にある
（167）

。後者のかたちで TiSA が成立する場合には、多数国間法秩序と

しての WTO の存在意義は今後ますます低下することが避けられないであろ

う。

　（ｂ）GATT/WTO 体制外：地域主義の展開

　最後に、法秩序の分極化の最たる例として地域主義の問題を取り上げた

い。2003年のカンクン閣僚会議の失敗を受け、米国のゼーリック通商代表

は、地域主義への傾斜を辞さないとする米国の断固たる姿勢を次のように表

明した。

「カンクンでは、やる気のある者（the can-do）とない者（the won’t-do）

との間に基本的な対立があった。……WTO 加盟国は将来を黙考している

ようだが、米国はそれを待つつもりはない。我々は、やる気のある国々と

ともに自由貿易に向かって前進する。（省略＝筆者）」
（168）

　地域主義拡大の背景にドーハ・ラウンド交渉の停滞があることは周知のと

おりであり、同質性を欠く160以上の加盟国による法形成が現実的でない以

上、各加盟国が多数国間主義の枠組と無差別原則を迂回し、それぞれ独自に

相互主義的自由化に奔走しようとすることは、これまでに論じてきた国際経

済法における相互主義の論理からすれば不思議とは言えない
（169）

。さらに、国

際経済学者のボールドウィン（R. E. Baldwin）の研究が示すように、ある

FTA の誕生によって相対的に不利な競争条件を強いられることになる第三

国には、その弊害を是正するために新たな FTA 締結の誘因が働くことにな
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り、この効果によって WTO の枠外における自由化の動きはさらに拡散して

ゆくこととなる（いわゆるドミノ効果）
（170）

。

　つまり、WTO の法形成機能が停滞する限り地域主義の拡大は不可避とい

え、個々の FTA が相互主義的自由化の舞台として機能せざるをえないのが

現状なのである
（171）

。このようにして国際経済法における積極的相互主義の発現

は、同原理が本来支えていたはずの多数国間法秩序の枠を乗り越えてまで新
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

たな法形成の原動力となり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、かえって法秩序の分極化・多極化をもたらしか

ねない要因となっている。

　以上の観点から個々の FTA の法構造や規定内容に着目すると、FTA が

「無差別・多角主義」の例外であることを反映し、そこには、最恵国待遇原

則に縛られない便宜的な相互主義追求の場としての性格が顕著に現れてい

る
（172）

。FTA の大半を占める二国間 FTA は、二辺的な利益交換の相互性の確

保こそが至上命題であり、また、それさえ実現できれば十分であるため、当

事国の事情に応じた柔軟な自由化と規律の形成がなされやすい。自由化対象

の柔軟性（日・シンガポール EPA におけるセンシティブ品目の除外）、自

由化形式の柔軟性（日・メキシコ EPA における関税割当の導入）、自由化

タイムフレームの柔軟性（EU・CARIFORUM EPA）、あるいは WTO 協

定がカバーしていない事項・水準の規律策定を試みる、いわゆる WTO プラ

スの導入
（173）

など、 相互主義の実現形態は当事国の創意工夫に応じて多様である。

　また、こうして確保される FTA 当事国間における利益交換の相互性を維

持するために、域外に対する差別を堅持することを目的とした種々の規定

が FTA には導入される。たとえば、FTA の運用には必須となる原産地規

則は、FTA 域内国にて生産された産品かどうか（当該 FTA 上の利益を享

受するための資格要件）を判断するための基準を定めるものであり、その基

準が厳格であればあるほど域外に対する差別性が強くなる。また、いわゆる

利益否認条項
（174）

（日・マレーシア EPA91条など）も活用される。これはすな

わち、形式的には FTA 域内国のサービスまたはサービス提供者に該当する
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場合であっても、実質的には域外国たる第三国のサービスまたは第三国の所

有・支配下にある法人に対しては、当該 FTA 上の利益を否認しうることを

定めるものであり、FTA 上の利益が域外国に拡散することを防ぎ、FTA 当

事国間の利益交換の相互性維持に資する規定となっている。以上の諸規定は

それ自体が相互主義の実定法化というわけではないが、FTA における排他

的な相互主義的利益交換を堅持するための役割を担うものとなっている。

　しかしながら、以上のような相互主義の実現における柔軟性の裏返しとし

て、たとえば FTA のサービス章におけるいわゆる GATS マイナスの導入

や、一方当事国の将来の FTA 締結を事実上制約しかねない、特殊な最恵国

条項の導入などの例が見られ、その規定内容の是非が問題視される場合も少

なくない。

　前者の GATS マイナスの導入とは、GATS 上各国が引き受けている自

由化約束について、FTA 当事国間でその自由化水準を後退させることをい

う。オーストラリア・米国 FTA、EU・CARIFORUM EPA、ASEAN・中

国 FTA などにその例が見られ、ある調査によれば、これら以外にも多くの

FTA に GATS マイナスが存在するという
（175）

。この種の実行については、まず

実体的観点から、GATS マイナスの導入が経済統合における更なる自由化

を定めた GATS 5 条 1 項上許容されるかが問題となるが、同様の実行が広

く普及している以上、第三国が他国の FTA に対して法的疑義を唱えること

は自国の首を絞めることにもなるため期待はできず、結局は FTA 当事国間

の相互的利益交換の観点からのみ GATS マイナスが導入され、それがその

まま野放しになっているのが現状である
（176）

。手続的観点からは、FTA におい

て自由化水準を後退させる場合、本来は GATS21条に規定された多数国間

レベルでの約束表修正手続を経る必要があるが（GATS 5 条 5 項）、これに

反して個別国家間のみで自由化水準の後退が進められ FTA が締結されたと

しても、上と同様の理由で第三国が他国の FTA の WTO 整合性に関心を持

つのは稀である。したがって、手続的に問題のある GATS マイナスの導入
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とその集積を通じて、WTO 上の権利義務の一体性が徐々に掘り崩されてゆ

く危険性も指摘されている
（177）

。

　また、後者の特殊な最恵国条項とは EU・CARIFORUM EPA に導入さ

れたものであるが、 同 EPA19条 2 項によれば、 カリブ海諸国 （CARIFORUM） 

は、本協定以後に締結する FTA を通じて、EU に与えた待遇よりも有利な

待遇を「主要通商国（major trading economy）」
（178）

に与える場合には、当該

待遇を EU にも均霑する義務を負うとされている
（179）

。この種の条項の導入自体

は相互的な取引（deal）の結果としての合意に基づいている以上、法律論と

しては問題ないように思われるが、他方で、2008年 2 月の WTO 一般理事会

においてブラジルをはじめとする複数の WTO 加盟国は、当該最恵国条項が

実際の通商関係にもたらしうる悪影響を念頭に、条項の導入に対して深刻な

懸念を表明する事態となった
（180）

。すなわち、この種の最恵国条項の存在ゆえ

に、「主要通商国」に該当する第三国が CARIFORUM 諸国と将来 FTA を

締結する場合、CARIFORUM 諸国が当該第三国に付与した利益は EU にも

等しく均霑しうるので、当該第三国が FTA によって獲得する有利な競争条

件は事実上無意味化してしまう。したがって第三国は CARIFORUM 諸国

との FTA 締結に消極的になり、結果的に CARIFORUM 諸国自身の首を絞

めることにもなりかねない、という趣旨である。当該最恵国条項による悪影

響の有無は条項の長期的な運用実態を踏まえなければ評価できないが、場合

によってはブラジル等の懸念が現実化する可能性も否定はできない
（181）

。

　このように、「無差別・多角主義」の制度枠組から離れた舞台で少数国に

よって便宜的に追求されるという、FTA における相互主義の特質ゆえに、

そこで形成されるルールには上述のような功罪が色濃く反映されるのである。

　なお今日では、FTA も複数国間化の傾向が顕著であり、 3 か国以上の

FTA においては、全当事国間での権利義務関係の一体性を重視するか、あ

るいは個別国同士の利益交換の相互性を重視するかで、条約上の権利義務構

造にも影響が及んでいる
（182）

。
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　たとえば、米国、カナダ、メキシコによって構成される北米自由貿易協定

（NAFTA）では、物品章において各当事国は他の 2 つの当事国に対してそ

れぞれ異なる内容の譲許表を持つこととなったが、これは交渉過程における

二国間毎の利益交換の相互性を維持する最も簡便な方法であり、結果として

3 か国間の FTA において二辺的な権利義務関係が複数設定されることとな

った
（183）

。また、ASEAN 構成国10か国間の FTA である AFTA においては、

特恵関税の適用を受けるためには、輸出国および輸入国の双方が対象産品を

センシティブ品目に登録していないことが要件とされた。個々の二国間通商

関係において可能な限り利益交換の相互性を失することのないよう工夫する

ものであるが、その結果、 2 つの当事国の組み合わせの総計として、それぞ

れ内容の異なる45もの二辺的な権利義務関係が生じ、かえって法律関係の個

別化・複雑化がもたらされた
（184）

。

　このような観点から象徴的な事例として注目されるのが、ASEAN・中国

FTA（ACFTA）である
（185）

。ASEAN 構成国10か国と中国の計11か国からなる

ACFTA は、各当事国が協定上行った約束は他の全当事国に対して一律に適

用されることを原則とし（たとえば、ACFTA 物品貿易協定 3 条 3 項）、条

約当事国間の権利義務関係の一体性を実現しようとする統合度の高い FTA

の試みであった。しかし、農水産物のアーリー・ハーベスト（早期関税引下

げ措置）をめぐって以上の目的は頓挫することになる。というのは、本措置

に関する中国とフィリピンの交渉が不調に終わったことによって、他の当事

国による自由化にフィリピンがただ乗りしうる状況が生じ、加えてタイのよ

うに農業分野で高い競争力を有する当事国にまで自由化利益を均霑すれば、

他の当事国の農業が圧迫されるとの懸念が生じた。以上を受けて、ACFTA

当事国は当初の方式を変更し、ASEAN の各構成国と中国との間での二辺的

な譲許が認められることとなった（ACFTA2003年議定書）。伊藤一頼が指

摘するように、「RTA 内で一般的かつ平等な権利義務の創出を図る試みは、

相互主義の考慮が勝ったことで、結局は二辺的関係へと分解された」
（186）

のであ
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る。

　なお、2016年 2 月に署名されるに至った TPP については、とりわけ米国

の流動的な国内政治状況ゆえに、第二次大戦後の ITO 構想挫折と同じ道を

辿る可能性も否定はできず、その趨勢についてはいまだ予断を許さない状況

にある。また、協定自体の評価についても協定の全体構造とその細部の慎重

な検討を要するため、本稿にて詳細を論じることはできないが、日米間のも

のを含む TPP 参加国間の二国間交換公文や二国間取極め等の内容と性質次

第では、相互主義の考慮に基づく法律関係の二辺化・個別化が協定の一体性

を浸食しうることも十分に考えられる。

　いずれにしても、現代においては地域主義の隆盛は厳然たる事実であり、

かつてのように多数国間法秩序の単なる例外として位置づけることはもはや

不可能と言わざるをえないが、今日の FTA の有用性が WTO 体制の存在を

不可欠の前提としていることも看過されてはならない。各国固有の利益・価

値の体系に沿って利己的に展開しがちな国際経済活動に
（187）

、客観的な秩序と

「法の支配」を導入することができるのは多数国間主義をおいてほかにはな

く
（188）

、GATT/WTO 体制が法の形成・適用・履行確保の各段階において組織

的に対応することによってその役割を果たしてきたことは言うまでもない。

同体制が加盟国間に浸透させた「法の支配」や透明性などの価値の共有を基

盤としつつ FTA が形成される限りは、FTA も国際経済活動の規律にとっ

て有用な手段たりうるが、今後 FTA を舞台に法と経済の調和が進み、他方

で WTO 法と経済実態との乖離が大きくなれば、WTO 自体の存在意義やそ

の法体系への信頼・尊重も低下し、そこで培われた価値や規範意識までもが

後退しかねない
（189）

。このように多数国間条約に基づく法的・制度的基盤が弱体

化した場合には、かつて相当程度克服したはずの通商政策における相互主義

の多義性ないし価値中立性の問題が再び表面化したり、FTA の便宜的性質

と相互主義の論理が相俟って「力の支配」に基づく法形成と問題処理が台頭

する危険性も否定はできない
（190）

。また、第三国が他国間の FTA の運用に関心
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を持つことも通常は期待できないことを踏まえるならば、改めて国際経済関

係における多数国間主義の必要性ないし重要性を認識せざるをえないのであ

る。

第 5 章　結　論

　以上本稿では、国際経済法における相互主義の論理に着目することによっ

て、国際経済法秩序の特質とその不安定な動態の本質を探ってきた。相互主

義が国際経済法の基底をなしているのは、各国の国内政治過程に関わるその

独自の現実的要請ゆえであり（生産者バイアスの相互主義）、相互主義を通

じて各国の具体的な経済的利益が保障されるからこそ、同原理は個々の権利

義務関係の形成や、より一般的には自由主義に根ざした多数国間法秩序の創

造と発展を担う礎石としての位置を有してきたのであった。しかし同時に、

国際経済法が相互主義に深く依存しているという事実は、相互主義の本質的

属性あるいは同分野における相互主義の基底性が有する種々の含意とその帰

結ゆえに、そこで形成される権利義務関係ないし法秩序には、脆弱性・不安

定性が絶えず潜在していることをも意味するのである
（191）

。

　 か つ て の GATT 事 務 局 長 オ リ ヴ ィ エ・ ロ ン グ（Olivier Long） は、

「GATT における法の地位およびその限界は、多数国間法秩序と時としてそ

れと対立する国家の通商上の利益の共存（the coexistence of a multilateral 

legal order and national trade interests that are at times in conflict）を

反映したものである」
（192）

と指摘し、また、フローリー（T. Flory）は「GATT

の独自性と有効性は、まさに法と利益の絶え間ない繋がり（cette alliance 

permanente du droit et de l’intérêt）の中に見出される」
（193）

と論じた。彼ら

は、多数国間条約に基づく自由貿易体制といえども、その実効性は条約当事

国の個別利益の実現に大きく依存していることを適確に指摘しており、この

所見は当然 WTO にも妥当する。もちろん、GATT/WTO 体制は条約当事

国間の共通利益の実現を志向するものであるが、そのための手段として最恵
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国待遇原則だけでなく相互主義をも採用していることが示すとおり、そこで

の共通利益とは条約当事国の個別利益を担保する限りにおいて
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

共通利益た

りうるのであり、法制度が各国の個別利益を適確に反映しえなくなる場合

には、同制度を通じた共通利益の追求も不徹底になったのがまさに GATT/

WTO 体制の歴史であった。ゆえに、この多数国間法秩序の特質はいわば個
4

別利益と共通利益の重層性
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

にあるといえ
（194）

、本稿で考察した相互主義の論理と

その発現には、法秩序に内在する両利益の重層的な関係とジレンマが見事に

体現されていたのである。

　二国間主義と多数国間主義の両極の間を振り子の如く往来するという国際

経済法秩序の動態も、以上の観点から把握することのできるものであり、国

際経済法が一貫して依拠してきた相互主義の原理こそが、一方で最恵国待遇

原則と結びつき、共通利益の実現を志向する多数国間法秩序の創造と存立を

支え、他方で個別国家の利益追求を支える原理として最恵国待遇原則の要請

に時として優先し、法秩序の分極化・法律関係の個別分散化をもたらす契機

にもなってきたのである。現代の地域主義隆盛による法秩序の分極化は後者

の典型例にほかならない。そして、相互主義の論理に規定される国際経済法

秩序の動態には、本来通商政策の手段
4 4

であったはずの相互主義にいつしか国

家や法の側が逆に支配され振り回されてゆく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

という倒錯した関係が如実に反

映されているのである。

　なお、本稿での論述の基礎となった、国際経済法における相互主義の基底

性にも近年変化の兆しが生じつつあり、それはすなわち、従来とは次元の異

なる秩序変容の可能性を示唆するものであることから、最後に触れておきた

い。今日の国際経済法においては、政府干渉の排除を志向する伝統的な「自

由化」とともに、政府の積極的介入によって一定の見地から市場の管理を

図ろうとする、いわゆる「規制（regulation）」が規律原理としての重要性

をますます高めつつある
（195）

。「規制」に関するルールは、各国に一定水準の国

内公法規制を整備・実施させるものであり、市場アクセスの改善のみなら
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ず、経済活動に伴って生じる種々の政策課題に対応することを本旨としてい

る（人権保障、消費者保護、環境保護など）。したがって何らかの単一のル

ールを国際法上策定し、関係国がそれを一律に実施することによってはじめ

て「規制」は実効的たりうるのであり、その法形成過程においては自由化
4 4 4

の場合のようには
4 4 4 4 4 4 4 4

相互主義が機能しえない
（196）

。さらに、上述した「規制」の

本旨に鑑みると、自由化の場合のように「生産者」のみが主たる利害関係

者（stakeholder）となるわけではないことから、「生産者バイアスの相互主

義」は、法の正当性の観点から望ましくもない。

　また、自由化の文脈においてすら、相互主義に基づくことなく一方的に自

由化を行う例が生じてきており、近年の東南アジア諸国による一方的自由

化はその典型例である
（197）

。今日の国際経済活動は伝統的な国際分業からいわ

ゆる「サプライ・チェーンのグローバル化（Global Supply Chains/ Global 

Value Chains）」に基づく経済活動へと変化しつつあるが、後者においては

生産者が従来のように一国内に固定されず、最適立地を選別し供給網を構

築・修正してゆくこととなる
（198）

。つまり、生産者の側が自己の供給網を構成す

る国を選ぶのであり、それに呼応して各国は供給網の構成部分となるべく競

って自由化を行う例が生じているのである。そこでは自由化原理としての相

互主義が機能する余地は乏しいと言わざるをえない。

　これらの例は、本稿における分析に際して軸となった「生産者バイアスの

相互主義」とは大きく異なる法形成の在り方を示唆しており、その根底には

現代における国際社会の規範意識（法の理念的基盤）の変化や国際経済環

境（法の現実的・社会的基盤）の変化があるものと推察される。マックス・

ヴェーバー（Max Weber）がかつて論じたように、社会の変化に応じて既

存の観点の意義や有用性も次第に揺らぐのであり、そこから新たな問題に応

えるための新たな観点が要請され、既存の概念構成も再編成されてゆく
（199）

。し

たがって、国際社会に生じつつある以上の重大な変化によって、国際経済法

における相互主義の基底性がいかに影響を受け、そのことが既存の法秩序の
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変容にとっていかなる含意を有するかを正確に見極めることが、混沌を極め

る現代国際経済法の在るべき将来像を探るための不可欠の課題となるのであ

る。
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【追記】

　　本稿脱稿後、米国にてトランプ政権が誕生したが、トランプ氏はかねてより、

TPP からの離脱と個別国毎の「公正な」二国間協定の締結を主張するなど、国際

経済法実践において米国第一主義・二国間主義への転換を図る姿勢を明確にしてい

た。本稿での考察からも理解されるとおり、この種の主張は歴史的には何ら目新し

いものではなく、その本質は厳密な相互主義追求の考慮にほかならない（トランプ

政権が既存の国際経済法秩序を批判する際に相互主義の概念に依拠していることを

端的に示すものとして、 “Trump Directs a Review of Trade Agreement Violations; 

WTO Is a Target”, Inside U.S. Trade, 5 May 2017, pp. 16-17.）。今後トランプ政

権下でいかなる通商政策が展開されるのか本稿執筆時点では不明であるが、トラン

プ氏の従来の主張に基づいた政策が展開されてゆく場合には、本稿で論じたように

相互主義の論理に基づく国際経済法秩序のさらなる不安定化・分極化が不可避とな

るであろう。

（東京大学社会科学研究所・日本学術振興会特別研究員 PD）


